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外航海運市場の動向

○ 世界の海上輸送は世界経済成長率とほぼリンク（2000-19年：海上輸送量
+3.4%/年、経済成長+3.7%/年）。世界経済は2029年に+3.1%/年へ減速(IMF)。

○日本の実質経済成長は2030年代央まで1%台で推移。日本の輸出入貨物量は
減少傾向。特に貨物量の太宗を占める鉱物系で減少見通し。

○ 2050年ネットゼロ目標。2030年代には水素・アンモニア・メタン等の新燃料船の
本格普及が見込まれるが、2020年代は過渡期。

（出典）SHIPPING NOW 2024-2025

主要品目別海上輸送量と船腹量

平均成長率
＋3.4％/年

日本商船隊の輸送量

実質GDP成長率

（出典）内閣府：中長期の経済財政
に関する試算（2025年1月試算）
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日本の外航海運の強み

○海事クラスターの発展。海事産業の内製化が浸透しており、経済安全保障の
観点で一定の強靭性あり。内航がその支え。
○日本のオペレーターが占める市場シェアの大きさによる競争優位。コンテナは
ＯＮＥによりグローバルに闘える体制を構築。
○日本海運を支える船主業の市場シェアは財産。世界の船舶の11％を「掌握」。
○産官学の連携。新技術の実装の観点ではアドバンデージあり。
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日本の外航海運の弱み

○地政学リスクに巻き込まれることが、国の存立を左右する可能性。
○中国という巨大マーケットが近隣に所在。巨大な背後需要に支えられて成長、
造船だけでなく、海運・港湾でも依存が進行。
○食糧については、日本の海運企業の依存度（積み取り比率）が低い。
○日本で海運企業・船主業が闘うには、税制や各種規制等による制約があるとの
指摘。四面環海ながらも海事産業に対する広い国民理解があると言い難い。
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○国際海運はレジリエント。グローバルに船舶供給されることが源泉。事象発生に
より迂回が発生しても、国際海運・サプライチェーン全体で一定程度飲み込める。
○経営のボラティリティが大きい。需要の多寡だけでなく、運賃の乱高下で経営が
左右。2010年代には海運不況。
○船腹の拡大が、運賃・傭船料低下を通じた経営難につながる恐れがあり、船腹
の調整圧力が働くことがある。
○装置産業であり、投資額が巨大。特に船主業は資本基盤が必ずしも強固でない
中での経営を強いられる。

外航海運企業・船主業の特徴

海運市況の状況（運賃） 大手外航３社の当期純利益の状況
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国内船主の意義

○国内船主は、日本商船隊構成船舶の約36%を実質保有しており、安定した国際
海上輸送に不可欠なプレーヤー。
○経済安全保障だけでなく、環境対応・地域貢献の観点から、我が国に貢献。
○国内船主の船舶の約6割を邦船社が傭船しており、邦船社の国際競争力を高め
ることが、国内船主業の成長にもつながる。

日本籍船

オペレーター仕組船
648隻（29.3％）

国内船主関係仕組船
748隻（33.8％）

単純外国用船
504隻（22.8％）

合計
2,211
隻

オペレーター
所有船
257隻
（11.6％）

外国籍船

国内船主
所有船

54隻
（2.4％）

経済安全保障

平時において、邦船社の主要
な運航船舶の確保手段。
災害等の事態においても、我
が国の経済活動を支える輸
送を担うことができる。

国内船主がいなければ…
→中国等の他国船主への依存が
進み、非常時に、輸出入上重
要な航路の航行拒否や、日本
商船隊への貸渡が渋られるお
それ。

環境対応

2050年カーボンニュートラルに
向けて、巨額の投資が必要。
現在、船主は邦船社と共に、Ｌ
ＮＧ燃料船をはじめとした環境
対応船に継続的な投資を実施。

国内船主がいなければ…
→邦船社単独では巨額の投資を
負担は不可能であり、海外依存
が進展。邦船社の競争力が低下
するとともに、日本における新燃
料対応の産業発展にも支障。

地域貢献

瀬戸内海沿岸等の各地で、
国内船主は造船所等とともに
海事クラスターを形成、多くの
雇用・経済効果を創出。
呼応して、金融機関・保険会
社等も多く支店を構える。

国内船主がいなければ…
→国内造船所が主要顧客を喪失
するほか、船主業そのものの
立地が消失することにより、地
域経済が衰退する。
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将来の日本の外航海運のあるべき姿

○日本に強い海運企業・船主業があることで、日本の国益に則した安定的な海上
輸送が継続。四面環海の我が国にとっての「生命線」を強靭化。
○世界単一市場で競争が熾烈。海外企業に買収されれば、国益に則した輸送は
困難。マーケットシェアの維持向上で生き残り・発展を企図。
○世界の成長を取り込んだ三国間輸送が発展の源泉。競争環境を整え、世界で
闘える強い日本海運企業を確立。
○造船・海運・船主・港湾の各分野で新燃料の船舶や輸送へのいち早いシフトチェ
ンジを促し、リーディングの地位を早期確立。

フルコンテナ船運航船腹量 上位20社 日本商船隊の輸送量の内訳
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○2020年代は船価高や船台逼迫、新燃料対応を見据え、船舶投資を手控える動き
あり。我が国海事産業のシェア拡大を見据え、船舶投資の着実な下支えが必要。
○国際市場で海運企業・船主業が優位に闘える環境整備が求められる。その原動
力として、日本の海事産業の重要性の国民理解を広めていくことが必要。
○安全保障・経済安全保障の観点から日本商船隊の果たす役割に着目し、日本の
海運企業により安定的な国際海上輸送が実施される枠組みが必要。
○我が国の造船業は、2030年に次世代船舶の受注量におけるトップシェアを確保
する目標。日本の海運企業の次世代船舶保有を後押ししていくことが必要。

当面の外航海運行政に求められること（例）

日本商船隊の構成の変化船舶の特別償却制度
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